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企業文化を
転換する分岐点
マネジメントの権威であるPeter Drucker氏が  
「企業文化は戦略に勝る」と言ったことは、皆さんもよくご
存じでしょう。

ただ、この言葉を裏付ける引用元が見つかっていないこと
から、彼が実際にそう言ったかどうかは定かではありませ
ん。おそらく、洞察力の鋭いドラッカーはビジネスが向かう
先について、企業文化と戦略はエンジンを動かすツインピ
ストンのように切り離せない関係として見ていたのではない
でしょうか。

企業文化は今まさに重要な分岐点を迎え、パンデミックの
影響や自動化の加速、また職場にミレニアル世代やZ世代が
増えたことも重なり、厳しい状況の中で再形成されつつあ
ります。そうした中で従業員が求めるのは、働く場所や時間
をもっと自由に選べるなど、「ウェルビーイング」への配

はじめに
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後はライフワークの語順とするべきですね)、これに「給与と
福利厚生の充実」が続く結果となりました。

自宅のように快適に過ごせるオフィスを作ろうと、卓球台を
置いたり食べ放題のスナックなどを会社が提供する時代は も
う昔のことであり、先見性のある組織は従業員と協力しながら
快適に働けるオフィスを自宅に作ろうとしています。

企業に持続的な成果をもたらす優れた人材を獲得し、彼らの
定着・成長を促すためには、人間としての理解を第一に求め
るプロフェッショナルの期待に応えるべく 企業文化の微調整、 
あるいは根本からの刷新が必要になります。

このほどLinkedInでは、人材関連を専門とする世界トップ
のプロフェッショナル数十人の意見に加え、数百万人規模
の従業員エンゲージメント調査の結果、さらにLinkedInプ
ラットフォーム上の数十億件に上る行動イベントに基づいた
LinkedIn独自のデータを検証し、思いやりのある企業文化が
どのように企業の重要な資産になったかを調査しました。

企業文化と戦略が一致すると何が起こるのかについて、以降
のページで詳しく解説していきます。

はじめに

慮が行き届いた仕事環境であり、実際、かなり実現できる
ようになっています。

人材を中心に据え着実に築き上げられている企業文化には、
柔軟性や非同期性、信頼、所属意識、ウェルビーイングな
どに包括的にフォーカスしているという、共通の特徴が見ら
れます。

Thomson Reutersの人事担当役員 (CHRO) であるMary 
Alice Vuicic氏は、「個人の生活を仕事に合わせるのではな
く、働き方を個人の生活に合わせることができるよう、さら
なる柔軟性が求められるようになっている」と言います。

これを強調するように、VaynerMediaでChief Heart 
Officer (CHO) を務めるClaude Silver氏は、次のように述
べています。「何よりもワークライフバランスを重視してき
た当社ですが、まさに目から鱗が落ちる瞬間でした。ワーク
ライフでは真逆で、むしろライフワークバランスと呼ぶべ
きです」

2021年にLinkedInが求職者を対象に「何を最も重視する
か」を調査したサーベイでは、世界全体で従業員が期待す
る価値提案の第1位は「良好なワークライフバランス」(今
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企業文化が極めて重要と言えるのは、企業名や給与の額に関わらず、
従業員は自分たちに選択権があると知っているからです。彼らは生活
を豊かにすること、そして誰から学べるかを中心に選択します。人生
を充実させられるなら、給与や勤務場所を引き換えにすることも厭わ
ないものです。

Judy Jackson
WPP - 文化・エンゲージメント部門グローバル主任

https://www.linkedin.com/in/chuck-edward/
https://www.linkedin.com/in/jacksonjudy/
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求職者が銀行残高よりも重視する 
ワークライフバランス
新しい仕事を選ぶ際に、以下の各条件を最優先するプロフェッショナルの割合:

63% 40%60%

ワークライフ
バランス

給与と福利厚生 同僚と
企業文化
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企業文化の向上は、
プロフェッショナルの育成から
企業文化の向上に向け優先して投資したい
領域として選択した回答者の割合:

75%25%0% 50%

35%

48%

26%

42%

59%

リモートワークやハイブリ
ッドワークのチームを率い
るマネージャーの育成

柔軟な働き方のサポート

ダイバーシティと
インクルージョン

メンタルヘルス &
ウェルネス

専門能力の開発
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国連: 誰もが
企業文化の
向上に期待
している カナダ

42%

オランダ

50%

米国
41%

東南アジア
43%

オーストラリア、 
ニュージーランド
47%

フランス 
46%

英国 
45%

スペイン 
45%

ドイツ 
35%

インド 
39%

世界全体の平均

40%
上位3ヶ国

中央値付近の国

下位3ヶ国

仕事を選ぶ際、企業文化を 
最重視すると回答した 
候補者の割合:

イタリア
32%

メキシコ 
29%
ブラジル 
40%
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企業文化の変化 (アメリカの事例)

厳しい上下関係、
オフィスでの喫煙
第二次世界大戦後の10年間は、職場
の体系に表れているとおり、企業は厳
格な階層構造を組織に反映。従業員全
員が1つのオープンフロアで密集して
働き、企業は生産性向上を目指し、プ
ライバシーはないがしろに。開放的な
窓のある、人目につきにくい角部屋の
オフィスは上級職が使用。第二次世界
大戦中に職を追われて余っていた女性
たちは、大部分の職場では採用されな
い、あるいは下位レベルの職務を担
当。オフィスには常にタバコの煙が漂
い、昼食は豪華に。

職場で女性が活躍、 
ドレスコードの緩和
差別禁止法の可決、避妊手段の確保、
社会的な変化によって、女性の職場進
出が促進され、ブルーカラーの現場作
業や管理職まで、それまで男性が占め
ていた仕事を女性が担当するようにな
る。ヒッピー文化の影響により長髪の
男性が増えた一方、スカートの代わり
にパンツスタイルを選ぶ女性が増加。  

1950年代
1960年代1940年代

1970年代
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企業文化の変化

従業員と上級管理職の
関係に亀裂
多くの企業がコスト削減を目指す中
で、リストラや一時解雇の被害を受け
やすいのは自分たちだと従業員が気付
きはじめ、もはや職の安定や会社への
忠誠心といった感情はなく、オフィス
勤務の従業員は狭苦しい室内に座りき
りで、チームのモラルも低下。この時
代の息苦しいオフィス体験を皮肉った
カルト映画「リストラ・マン」が制作
された。 

IT系スタートアップの
企業文化が職場を変革
Googleをはじめとするシリコンバレ
ーのIT系スタートアップが企業文化
を再定義し、その後何年にもわたり
業界を超え多くの企業に影響を及ぼ
す青写真を生み出す。優れた人材を
求め、オンサイト勤務の従業員を定
着させようと競争が激化。無料の社
食から、マッサージに昼寝ポッドま
で、雇用側は数多くの手厚い特典を
用意。狭苦しいオフィスに代わりオ
ープンフロアが導入され、コラボレ
ーションを促すフラットな組織体系
を象徴。しかし、快適なオフィスを
目指した雇用主がいる一方で、多く
の従業員から長時間労働の問題が聞
かれるように。    

1990年代
1980年代 2010年代

2000年代
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企業文化の変化

人材に焦点を置いた
企業文化の時代の始まり
COVID-19のパンデミックをきっかけ
に、従業員は自分にとって何が最も重
要かを見直すようになり、従業員の心
身の健康や充足感に焦点を当てた取り
組みを雇用主に提起。現在、多くの企
業が従業員を単なる労働力としてでは
なく、人間として大事にされていると
感じることができるよう組織の方針を
調整。常に柔軟に働ける環境の整備を
はじめ、健康促進プログラムへの資金
投入やダイバーシティ & インクルージ
ョンの取り組みを強化。雇用主と従業
員は信頼と共感を基点に、より一層動
的な新しい関係を築こうとしている。

2020年代
2030年代 2040年代 2050年代
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柔軟性
第1章

働く場所や時間を見直し、より公平な企業文化を構築する
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柔軟性を最大限に引き上
げる: これまでの働き方は
過去の遺物、フレックス
な働き方の文化を定着
この先の未来、画一的でワンパターンなやり方は、もはや通用し
なくなります。
「スタッフ全員が1つのオフィスに集まり、朝9時から夕方5時
まで勤務するスタイルは、すでに時代遅れのように思えます」
と、UnileverのFuture of Work戦略担当VPを務めるPaddy Hull
氏は言います。「前進のカギを握るのは柔軟性です」
働く場所や時間など、多くの従業員が働き方に柔軟性を求めてお
り、組織がこの要望に応えることができなければ、彼らは迷わず
立ち去るでしょう。
LinkedInのピープルサイエンス部門責任者であるJustin Black
は、「所属する組織が時間と場所の面で柔軟な働き方を提供でき
ていると評価した従業員は、仕事に対する満足度が2.6倍高く、
この雇用主の元で働くことを他の人に勧める可能性が2.1倍高い」
と話しています。
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また柔軟性は、無理をしてでも出勤すべきという「プレゼンティ
ズム」から企業が脱却し、代わりにパフォーマンス重視の文化に
向かわせるための推進力としても機能します。IBMの最高人事責
任者 (CHRO) を務めるNickle LaMoreaux氏は、「組織は活動で
はなく、成果を測定しなければならない」と言います。
企業が選択の自由と説明責任を結び付け、ミーティング時間の長
さではなく成果による評価に切り替えても、人材サービスのグロ
ーバル企業、Austin Fraserが始めた「Flex Appeal」プログラム
ほどの飛躍にはならないでしょう。同社のオペレーション & イ
ンクルージョン担当責任者のAlice Scott氏はこのイニシアチブに
ついて、「生産性が高まる場所と時間で、勤務初日からずっと働
く方法」であると説明しています。
ただし、こうした新しい自由によって、勤務場所や時間に関係な
くすべての従業員にエクイティ (公平性) が確保されなければな
らないという、新たな要件が付加されます。強力で機能性に優れ
た文化であれば、居住地域のタイムゾーンや働く時間帯に関わら
ず機能するはずです。
もちろん (まだ) リモートでは対応できない仕事もあります。「
とはいっても、カギを握るのはやはり柔軟性」とLaMoreaux氏は
言います。今や多くの企業が、職務を複数のスタッフで分担する
ジョブシェアをはじめ、シフト体制のバリエーション、週の出勤
日数を減らす代わりに1日に長く働くコンプレストワークウィー
クなど、オンサイト勤務の従業員が働きやすい柔軟な勤務スケジ
ュールを提供しています。
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産業革命以降、どの作業をどこで行うべきか、どのタイミ
ングでどのように作業を分担すれば最適な方法で完了できる
のかについて、企業は本当の意味で働き方を見直す必要性
を迫られたことはありませんでした。

Nickle LaMoreaux
IBM - 最高人事責任者

https://www.linkedin.com/in/nickle-lamoreaux/
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従業員が幸せに感じる場所は、
自らが選んだ場所

2.1倍
この企業で働くことを
勧める可能性

満足していると回答
する可能性 

2.6倍

勤務時間と場所に関して、所属企業の柔軟性に対する従業員の満足度は、次のような結果に表われています。 
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雇用主にとって重要な価値
提案となりつつある柔軟性

2019年以降、柔軟な働き方をう
たった求人掲載が増加した割合 

+83%

2019年以降、企業の投稿で 
柔軟な働き方への言及が増加し
た割合 

+343%
+35%
企業の投稿で柔軟な働き方に
言及した場合のエンゲージメ
ント率

2019年        2021年
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-31%

-5%

30%

77%
柔軟性はZ世代を
引き付ける要素
の1つ
企業の平均的な投稿と比較して、柔軟な働
き方に言及している投稿に対するエンゲー
ジメント率:

1997年

2012年

1981年

1965年

1946年

Z世代

ミレニアル世代

X世代

団塊世代
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勤務場所の
柔軟性を活かす
ためのヒント

リモートワークがニューノーマル (新たな日常) と
して受け入れられているのは間違いありません。
実際、LinkedInが米国と英国で実施したサーベイ
に参加した経営幹部500人のうち81%が、柔軟性
をさらに高めるために勤務場所に関する方針を変
更していると回答しています。とはいえ、効果的
なハイブリッドな働き方を確立するには、リモー
トワークで働く従業員が生産性を維持しつつ、チ
ームメンバーとのつながりを感じながら公平な待
遇を実感できるようにする、入念な計画が必要で
す。そのために知っておきたいアプローチをいく
つか紹介します。
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リモートワークの
従業員に対処する
方法をガイドライ
ンとしてまとめる

すべての従業員に
公平な勤務条件を
提示する

バーチャル環境で
イベントを開催し、
従業員同士のつながり
を強化する

#1 #2 #3

IBMでは不安な日々が続いたパンデミ
ックの期間中、従業員が「家族を大
切に」し、互いを思いやり、「カメ
ラに対応できない」時間をサポートす
るという基本方針を、同社の「Work 
from Home Pledge (在宅勤務に関す
る誓い)」の中で策定しました。現在
もこの誓約は、従業員全員の身体的・
精神的な健康を最優先するIBMの企業
文化を思い出させる重要な指針となっ
ています。
 

一部の従業員が自宅で仕事をする場
合、管理職の目が行き届かないという
リスクを負いますが、体系的なアプロ
ーチを取ることでリモートワークの従
業員に対する先入観を回避することが
可能です。研究・教育関連のソリュー
ションを提供するWileyでは、昇進や
昇給を分析することで、リモートワー
カーがそれらの機会から取り残され得
る兆候がないかを注視しています。

バーチャル環境でのイベント開催
は、社会的なつながりを育む手法の
1つです。VaynerMediaでは、学者
や著名人を毎日特集する「Voices@
ONE37pm」と呼ばれる15分間のプ
ログラムに、1,000人を超える従業員
を招待しています。このプログラムに
ついて、同社のClaude Silver氏は次
のように話しています。  	  「全
員を団結させ、日常のルーティンの中
で仲間意識や喜びを共有できるので、
企業文化の変革につながりました」
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上級リーダー職の 
在宅勤務を推進する
CEOが会社の重役用会議室ではなく、自宅のリビ
ングルームから全員参加のイベントを主催すれば、
従業員はリモートワークが受け入れられていると理
解できます。グローバルに人材サービスを展開する
Austin Fraserでオペレーション & インクルージョ
ン担当責任者を務めるAlice Scott氏は、「私がオフ
ィスに行く必要はほとんどありませんでした」と言
います。「当社のCEOと現場以外にいることが多か
ったため、これをロールモデル化してリーダー全員
からチームメンバーに伝え、機能させる方法を共有
しました」

#4
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社内でフレッ
クスタイム制
を最大限に
活用する方法

従業員が自分で選んだ時間内に仕事を完了させ、
信頼を獲得するようになるに従い、従業員自身に
よるスケジュール設定を許す雇用主が増えていま
す。Austin FraserのAlice Scott氏は次のように述
べています。「選択権を提供して、それが信頼に
よって応えられ、見返りや不都合な条件も伴わな
ければ、これは画期的と言えます。当社では非常
に前向きな効果を上げ続けています」以降のペー
ジでは、ビジネス目標を達成しながら従業員にフ
レックスタイムで働く選択肢を提供する方法を紹
介していきます。
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働いた時間の
長さではなく、
成果に着目する

従業員の限界設定
をサポートする

ライブミーティ
ングは排除する

#1 #2 #3

かつては徹夜明けの従業員をヒーロ
ー扱いしていたかもしれませんが、今
後は机の前で仕事をしていた時間で
はなく、目標を達成できる能力で評
価されるようになるべきです。「企
業は従業員の活動そのものではなく、
成果の測定を重視するようになりま
す。これが企業文化の重要な役割を 
担うことになるはずです」と、 
IBMの最高人事責任者 (CHRO) を務
めるNickle LaMoreaux氏は述べてい
ます。
 

従来の就労形態で用いられてきたパラ
メーターが廃れていくに従い、企業は
従業員の休暇取得を促すことが重要に
なっています。シンガポールを拠点に
ライドヘイリング (車の送迎) サービ
スを展開するGrabは、社内のZoomと
Slackチャネルを調べたところ、従業
員の就業時間が伸びていることに気
付きました。同社の人材戦略責任者で
あるJu Min Wong氏は、「休息時間
を十分に確保し、ワークライフバラン
スを図るよう従業員に促しています」
と述べています。
 

もはや従業員が一斉に同じ時間に働く
ということがないため、新しいコミュ
ニケーション方法を見つけるべき時を
迎えています。Twitterのような「非
同期ファースト」の方針を掲げる企
業では、これまでのミーティングを
別の方法に変えています。「ミーテ 
ィングはメールベースでもよいかも
しれません」と、エグゼクティブ向
けの調査会社であるAmplifyの創業
者、Lars Schmidt氏は言います。 

「この話し合いはライブでなくても構
わないでしょう。クラウドベースのテ
クノロジーを利用すれば、重要なメモ
をアップロードしたり、1つのドキュ
メントやリソースを協力して編集する
こともできますから」
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現場の最前線で活躍する
従業員にフレックスタイ
ム制を提供する

#4

製造業や小売業、ヘルスケア業界で働く従業員に
は、リモートワークで勤務するという選択肢はあ
りません。これらの職種の従業員に公平な勤務条
件を確保すべく、フレックスタイム制を導入して
いる雇用主もいます。スコットランドに拠点を置
くコンサルティング会社、Flexibility Worksの共
同創設者であるNikki Slowey氏は、次のように述
べています。「週4日の勤務形態や、2週間に9日
の勤務スケジュール、時差シフトなどに対する従
業員の関心は、ますます高まっています。これら
はいずれも現場の最前線で活躍する彼らに充実し
た選択肢を提供し、自身の働き方をコントロール
できるようにしてもらうための取り組みです」
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目的主導の企業であるUnileverは、従業員が勤務時間が固定さ
れた従来の雇用モデルではなく、個人の生活に合わせて柔軟に
勤務スケジュールを調整できる働き方を望んでいることがわか
りました。

そこで同社はU-Workと呼ばれるパイロット版のプログラムを
立ち上げ、契約社員の持つ柔軟性と、フルタイム勤務の正社員
に確保される安定性・福利厚生の両方を兼ね備えた、新しいタ
イプの「ハイブリッド型」の雇用形態を導入しました。

このプログラムに参加した従業員は、通常の固定された職務
ではなく、自分で選んださまざまな仕事を担当することにな
り、それらの業務の間に自分の用事を済ませることも可能で
す。U-Workの従業員は割り当てられた業務に応じて報酬が支
給されるほか、業務の割り当ての有無に関わらず、月間の定期
雇用と福利厚生が保証されます。

このプログラムは現在、マレーシア、南アフリカ、アルゼンチ
ン、メキシコ、インド、フィリピン、アラブ首長国連邦で導入
され、英国では開始から1年ですでに従業員全体の1%に相当
する57人の従業員が参加しています。2030年までにプログラ
ムのさらなる拡大を目指し、同社は現在スペイン、ロシア、ト
ルコにプログラムを展開中です。

正社員と契約社員のメリットを、
これまでにない刺激的な雇用形態
へと融合するUnilever

ケーススタディ



あらゆる世代の従業員に受け入れられているU-Work
ライフステージのどの段階にあっても、Unileverの従業員はこの新しい働き方に魅力を感じています。このプログラムによ
って働く側の選択肢が増えると同時に、企業の競争力の維持に役立っています。プログラムの参加者には、例えば次のよう
な従業員がいます。

育児と仕事を両立させたい子育て中の従業員 副業の立ち上げを計画したり、旅行を楽し
みたいと考える新卒の従業員

若手の育成に貢献したい、定年を間近に控え
た工場マネージャー
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ウェルビーイング
第2章

心身ともに健全な文化を育むために、
企業に必要とされるケアとを思いやりの提供

2022年LinkedInグローバル人材動向
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深夜残業ではなく 
朝のヨガを
従業員の精神的、身体的、感情的、経済的なウェルビーイング
と自社の成功は切り離せない関係にあることを、世界中の企業
が気付きはじめています。

Digital Riverの人事配置担当VPを務めるBecky Garroch氏
は、次のように述べています。「従業員とその家族のウェルビ
ーイングに対する関心は急速に高まりました。自宅で仕事をす
るようになった今、職場と家庭での生活を隔てる理由はありま
せん。自分を1人の人間として理解し、どのように働いてサポ
ート、エンゲージするべきかを考える必要があります」

ウェルビーイングの推進は、従業員に健康保険やヨガのレッス
ンを提供することよりもはるかに重要で、それは「ケア」と「
思いやり」から始まるものです。

「あらゆる文化の柱であるべきものは "共感" である」
と、IBMの最高人事責任者 (CHRO)、Nickle LaMoreaux氏は
言います。
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従業員のウェルビーイングを推進する重要な要素の1つが、こ
のレポートでもすでにお伝えしてきた「柔軟性」です。その
他にも、企業は従業員へのケアや思いやりを提示するための
方法をさらに多く見いだすべく、金曜の半日出勤や一斉休業
週間など、時間に余裕のある勤務体制をはじめ、従業員支援
プログラム (EAP) や育児/介護支援オプションのような福利厚
生サービスの提供、またミーティング時間の短縮や会議の廃
止、メールやチャットによる非同期コミュニケーションの有
効活用など、従来のプロセスの見直しも行っています。これ
らはすべて、健康で生産性に優れた従業員がいなければ、健
全で生産性の高い企業文化の構築は困難であるという現実に
対処するためのイニシアチブです。

とはいえ、ウェルビーイングの推進に向け企業が実践できる
唯一かつ最大の手段は、仕事中毒や深夜残業する従業員を称
えたり、ヒーロー扱いするのを止めることです。

「人生には仕事以外にもっと重要なことがあると誰もが気付
きはじめています」と話すのは、GitLabの人材エンゲージメ
ント担当VPを務めるRob Allen氏。「人生の満足の半分は仕事
を通じて満たし、思い描く通りに充実したワークライフバラ
ンスを実現できていると感じたいのです」
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徹夜や夜遅くまでの勤務を評価したり、称賛すべきではあり
ません。このようなことをしても、働いた本人や組織にとっ
て好ましい成果はもたらされません。なぜなら、持続可能で
はないからです。

Jen Fisher
Deloitte - 最高ウェルビーイング責任者

https://www.linkedin.com/in/chuck-edward/
https://www.linkedin.com/in/jen-fisher-cwbo/
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従業員が求めるケアパッケージ

3.7倍
この企業で働く事を
勧める可能性

仕事に満足して
いる可能性

3.2倍

職場で十分なケアを受けていると感じている従業員からは、次のような結果が示されています。 
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特に女性からの共感を得る、
ウェルビーイング関連のコンテンツ

2019年        2021年

2019年以降、「ウェルビーイング」
をうたった求人掲載の割合の増加

+147%

2019年以降、企業の
「ウェルビーイング」に関する
投稿の増加

+73%

+5%

+41%
「ウェルビーイング」に触れている
投稿へのエンゲージメント率

企業の平均的な投稿と比較して、
女性が「ウェルビーイング」関連の
投稿にエンゲージする可能性
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66%

51%

41%

31%

メンタルヘルス
とウェルネスを
基盤に築かれた 
企業文化を期待
するZ世代
企業文化の改善に向け、メンタルヘルスと
ウェルネスへの投資拡大を期待すると回答
した割合

1997年

2012年

1981年

1965年

1946年

Z世代

ミレニアル世代

X世代

団塊世代
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従業員のワー
クライフバラ
ンスの充実を
支援する方法

ロックダウンの間、健康面の不安から仕事と家庭
生活の両立に苦労していた従業員に対し、雇用主
は彼らのストレス軽減のために追加の休暇取得を
推進しました。現在、企業は従業員による休暇取
得を重視しながら、定期診断やリフレッシュを促
す新たな戦略を取り入れています。これに関して
検討すべきアイデアを、以降のページでいくつか
紹介します。
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勤務日の時間の余裕
を増やす

#1

Pelotonでは、仕事のスケジュールをブロック 
するアプリを利用して、従業員にとって重要な 
プライベートの用事に専念するように促してい
ます。また部門リーダーには、「ミーティン
グ禁止」期間を設定するように奨励していま
す。Thomson Reutersでは会議疲れの解消を目
的に、ミーティングの時間枠の初期設定を、 
30分/60分から25分/45分単位へと変更しました。

数日間の連休 
を設ける

#2

世界の一部の地域では、従業員が長期休暇を積極
的に取得しない傾向にあると、調査から明らかに
なっています。1年のうち数日間だけでも一斉休
暇を設けることには意味があり、LinkedInをはじ
め、Nike、Instacart、Thomson Reutersなどの
企業では、こうした休暇をすでに導入しています。

「世界各地で時期が異なる長期休暇とは違い、社
内のほぼ全員が仕事の手を休め、自身の健康とウ
ェルビーイングにのみ集中する時間を持つことが
重要です」と、Thomson ReutersのMary Alice 
Vuicic氏は言います。 
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週4日勤務の導入を 
検討する

#3

あなたの会社では従来の週5日勤務モデルを廃止する準備
はできていますか? まだ少数派ではありますが、週4日の
勤務体制を採用する雇用主も徐々に増え、この考え方が広
まるのも時間の問題かもしれません。クラウドファンディ
ング企業のKickstarterは最近、フィンテック企業のBolt、
スペインのファッションブランドDesigual、ニュージーラ
ンドのPerpetual Guardianのように週4日勤務の試験導入
を発表しました。

HR部門のリーダーの中には、従業員が自らスケジュール
を設定できる企業がさらに増えれば、週4日勤務を制度化
する必要はなくなると考える人もいますが、そもそも「1
週間の勤務日数」という考え方こそ見直すべき時期を迎え
ているとの意見もあります。「週4日の勤務体制を打破す
る企業が、人材獲得の競争を勝ち抜くことになるでしょ
う。この勤務条件が高需要の新たな特典になるからです」
と、企業ブランドおよび従業員エンゲージメントの戦略コ
ンサルタントであるMarta Riggins氏は述べています。
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メンタルヘルス
の支援方法の
見直し

職場にミレニアル世代が増えたことを受け、こ
の数年間にメンタルヘルスの支援サービスは従
業員への福利厚生で最重視される項目に押し上
げられ、このトレンドはパンデミック中に勢い
を増す一方でした。競争の激しい採用市場で優
秀な人材を引き付け、定着させるには、企業は
メンタルヘルスの支援サービスを変革し続けな
ければなりません。「これは従業員にどのよう
なケアを提供できるかを示し、企業の差別化を
図る重要な要素になります」と、Robinhoodの
採用責任者であるRichard Cho氏は言います。
これに関して検討すべきアイデアを、以降のペ
ージでいくつか紹介します。
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管理職を共感力の
あるリーダーに
育てる

メンタルヘルスの
支援サービスを
利用しやすくする

ピープルアナリテ
ィクスを活用して
問題点を特定する

#1 #2 #3

今では多くの企業が精神面でのサポー
トを提供しており、従業員の悩みの兆
候を見逃さないよう上級管理職にトレー
ニングを実施しています。通信事業の
Axiataでは、マネージャーに燃え尽き
症候群やストレスの症状を見極めるた
めのトレーニングを行っています。ま
た、Wileyではチームメンバーの状態
を頻繁に確認するようマネージャーに
働きかけています。Wileyで人材 & ビ
ジネス運営責任者を務めるDanielle 
McMahan氏は、「こうした取り組み
が燃え尽き症候群への対処だけでなく、
企業文化の改善や所属意識を育む上で
非常に重要です」と述べています。

HeadspaceやCalmのような瞑想アプ
リや、Lyra Healthが提供するバーチ
ャルセラピーサービスは、パンデミ
ックの間に利用者が急増しました。一
部の企業では現在、従業員支援プロ
グラムを次の段階へと引き上げてい
ます。Amazonでは最近、メンタルヘ
ルスのプラットフォーム「Resources 
for Living」の提供を開始しました。
このプラットフォームには、自殺防止
のサポートや、メンタルヘルス専門
の診療医にいつでも相談できるサービ
スが含まれています。

Microsoft Teamsの一部として提供
される Microsoft Viva Insightsとい
ったアプリを利用すれば、企業は従業
員の行動を効果的に把握できるよう
になります。Viva Insightsでは、燃
え尽き症候群やストレスを引き起こし
得る定時間外の勤務、過剰なミーテ
ィングなど、働き方のパターンに着目
し、これによりマネージャーは問題
を特定して従業員のウェルビーイング
をサポートする適切な行動を取ること
が可能です。
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メンタルヘルスの向上を
従業員に支援してもらう 

#4

精神的な悩みを抱えているときは、思いやりのある同
僚に相談するだけで解決につながることも少なくあり
ません。たとえば、WPP、Unilever、Austin Fraser
といった企業では、1対1のメンタルヘルス相談カウ
ンセリングの提供を開始しています。WPPのパイロッ
ト版プログラム「Mental Health Allies (メンタルヘ
ルス支援の協力者)」では、従業員がボランティアで
同僚をサポートすることができます。このプログラム
に参加する協力者は、メンタルヘルスに関する基礎を
学習し、相手をジャッジすることなく話を聞き、同僚
にサービスやリソースを提案する方法を身に付ける2
日間のトレーニングコースを受講します。WPPではボ
ランティアを希望する従業員から数百もの応募があっ
たそうです。
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LinkedInの従業員のウェルビーイ
ングを向上させるLiftUp!

LinkedInでは、在宅ワークの状況を従業員が最大限に活かせ
るように、2020年9月より「Liftup!」というプログラムを開
始し、これを通じて企業のリーダーたちが認識し始めた従業員
の燃え尽き症候群や不安、薄れる社会とのつながりに対処し
ます。

LiftUp!には、いつでもアクセスできる情報サイトや数々の楽
しいイベントのほか、2021年4月に実施された全社休業週間
のような、従業員が最も大切にしている「時間のプレゼント」
も含まれています。

LinkedInの福利厚生 & 従業員エクスペリエンス担当VPであ
り、LiftUp!の主要アーキテクトであるNina McQueenは、「
驚きと喜びによって従業員全員が輝きを取り戻し、楽しみが生
み出されている」と言います。

McQueenのチームは、シリコンバレーの本社近くに住む従業
員も、地球の裏側にいる従業員も同じように利用できる、可能
な限りインクルーシブなプログラムを目指しています。

ケーススタディ
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2020年9月16日
LiftUp!の開始

2021年1月22日
俳優のMatthew 
McConaughey 
との対談

2021年6月23日
7月と8月に金曜
の半日出勤を毎
週実施

2020年10月30日
世界共通のウェル
ビーイング休暇

2021年1月1日
自宅で使用するエ
クササイズ器具を
対象に給付金を拡
大 (年間2,000ド
ルまで)

2021年4月5日 – 2021年4月9日
従業員の大多数が1週間の休暇
を取得

2021年9月1日
音楽フェスの開催、
COVID救済基金

2020年12月10日
Trevor Noahがホス
ト役を務める年末
の「Silver Linings 
Show」の開催

2021年10月29日
世界共通のウェル
ビーイング休暇

2021年4月7日
音楽、マジック、
トリビアを楽し
む1時間のショ
ーをオンライン
で開催

2020年11月3日
初めて月に複数回
「ミーティング禁
止」日を設定

2020年11月9日
従業員はウェルネス
ポイントを慈善基金
への寄付に変換可能

2021年3月10日
自分以外に思いや
りを届けるランダ
ムな活動

2021年7月13日
「Returning to the Office: 
Strategies to Keep Stress 
in Check (オフィス勤務へ
の復帰: ストレス防止戦略)
」ワークショップを開催



422022年LinkedInグローバル人材動向

Great Reshuffle 
(大きな転換)

第3章

大規模な人材移動により、企業価値と 
採用ブランディングの見直しを求められる企業
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パンデミックの影響を受け、多くの従業員が自身のウェルビー
イングを優先し、働く場所と時間を選択できる自由を求めるよ
うになりました。仕事との新しい関わり方を求めるこうした主
張は、LinkedInが「Great Reshuffle」(大きな転換) と呼ぶ  
(一般的には「Great Resignation」(大規模な人材損失) とも
呼ばれています) 変化を起こす重要なきっかけとなっていま
す。LinkedInのCEOであるRyan Roslanskyは、次のように述
べています。「誰もがあらゆることを見直すべき時期を迎え
ており、ビジネスリーダーは働き方のモデルそのものや、企業
文化・価値を見直しています。従業員は自分の働き方だけでな
く、働く理由についても考え直しているようです」仕事を持つ
多くの人々が何かもっと大切なものを求め、今以上の目的、柔
軟性、共感力を期待して転職しています。

大きな転換: 「もっと 
できる」と主張する 
従業員と、同様の可能性を
示唆する企業
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これは企業も同様の可能性を示唆していると言えます。自社の
文化や採用ブランディングを見直し、刷新できる組織は、人材
の獲得競争で大きな勝利を収める可能性があります。チャンス
は混沌の中にこそあるものです。

ここで重要となるのは明確な情報提供です。LinkedInのデー
タによると、求職者は選り好みするようになっており、応募す
るまでに閲覧する求人掲載の数は2019年と比べ、2021年には
2倍近くに増えたことが分かりました。そのため、やりがいの
ある仕事や急成長中、あるいはユニコーン企業によくある野
心的な目標といったキーワードよりも、柔軟性やインクルーシ
ブな福利厚生、社内における配置転換率などを中心にメッセー
ジを発信する方が効果的かもしれません。

「大きな転換」を成功させるには、優れた人材を惹き付け、定
着させるだけでは不十分です。企業は従業員の働き方が激変す
る真っただ中で、自社の文化を浸食させるのではなく、存続さ
せ、強化していく方法を考えなければなりません。以降のペー
ジでは、積極的に採用を行いながら企業文化を維持するための
アイデアを紹介します。

従来の方法から脱却できない組織は、人材関連の問題を招
きかねません。「こうした企業は人材確保に苦労することに
なる」と、Amplifyの創業者であるLars Schmidt氏は言い
ます。「優れた人材の確保に苦戦するだけではなく、望ま
ない体制を従業員に押しつけようとすれば、大規模な人材
損失を被る企業の典型になるかもしれません」

世界には今なお高い失業率に悩まされている地域もあり、
そうした地域に住む人々は今の仕事にしがみついています。
しかし、Microsoftが公開した2021年のWork Trend Index
調査によると、「今後12ヶ月以内に退職を検討する可能性
がある」と回答した従業員は、世界全体で41%にも上りま
した。彼らは決して大口を叩いているわけではありません。
中国、ドイツ、米国など、8月だけでも430万人の労働人口
が自らの意思で仕事を辞めたと報告されており、働き手の
不足は世界中でさまざまな業界に打撃を与えています。

The Atlantic誌では、「こうした大規模の退職は、"もっと
できる" と主張する楽観主義を実によく表している」と表現
しており、
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急速に進化する企業文化に後れを取らずに対応していくため 
には、イノベーションや常に前進を目指すマインドが不可欠です。 
LinkedInにはこうした文化と環境を築くのに最適な機会があり、 
従業員ひとり1人が最高の仕事と生活を両立してます。

Teuila Hanson 
LinkedIn - Chief People Officer

https://www.linkedin.com/in/teuila-hanson-7085a919/
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選り好みの激しい求職者へのアピール
ポイントとして企業文化が使える

+67%
企業文化に言及した投稿
へのエンゲージメント率

2019年と比較して、
2021年は応募1件
あたりの求人掲載閲覧
回数が増加

2倍

プロフェッショナルがLinkedIn内を検索するプロセスに傾向が表れています。 
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LinkedInメンバーによる主要トピックに
関連する投稿数が増加

2019年        2021年

メンバーの全投稿に占める割合として、2019年から2021年までの増加率を比較

「柔軟な働き方」 
+362%

「ウェルビーイング」
+35%

「企業文化」 
+15%
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アジア太平洋

60%

米国
28%

2021年8月から10月の期間に転職した
LinkedInメンバーの割合 (2019年の同
期間との比較):

世界に見る 
転職の動向

世界全体の平均

25%
割合が多い地域

中央値付近の地域

割合が低い地域

欧州、 
中東、 
アフリカ
20%
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企業ブランド
を高めるため
の戦術

強力な企業文化は構築するだけでは十分ではな
く、周りからそう認知されなければなりませ
ん。つまり、企業ブランドを明確に示すことが
重要です。

GitLabのRob Allen氏は次のように述べていま
す。「候補者の選択パターンは、給与や報酬だ
けではなく、企業が掲げるミッションやビジョ
ンへと移行しつつあります。その候補者にとっ
ての価値や、その企業に入りたい理由が関係し
てくるからです。マーケティングの基本に立ち
戻り、消費者と顧客ではなく、従業員のストー
リーにも焦点を当て、新しい候補者を惹き付け
る必要があります」 
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従業員の声に耳を傾ける
#1

企業文化を最もよく知っている自社の従業員の力を借
りることは、理にかなった方法と言えます。たとえば
Dropboxでは、年に2回実施している社内のエンゲー
ジメント調査の結果に、外部協力会社によるフォーカ
スグループをはじめ、コーヒーを飲みながらの幹部役
員たちとの雑談 (通常は10人から12人程度)、従業員
リソースグループからの意見の聞き取りなどを組み合
わせ、企業文化への取り組みについて従業員がどのよ
うに考えているかを把握しています。 
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企業メッセージの
変更を積極的に行う

企業文化について
リーダー陣に語ってもらう

#2 #3

LinkedInメンバーを対象に実施した最新のサーベイから、
求職者が次の就業先で重視する上位3つの要件は、ワーク
ライフバランス、報酬・福利厚生の充実、そして素晴らし
い同僚・企業文化であることが明らかになりました。企業
ブランドおよび従業員エンゲージメントのコンサルタント
であるMarta Riggins氏は、次のように提案しています。 
「従業員がワークライフバランスを取りたい、充実したケア
が欲しいと言っているのなら、企業はメッセージングを変
えなければなりません。データをよく調べ、メッセージを
変えるだけの話です」

Pelotonで企業ブランド担当のグローバルマネージャーを
務めるRian Finnegan氏は、企業ブランドだけではなく、
従業員が自社の企業文化についてどのような意見を持って
いるかを把握することが重要だと言います。「LinkedIn
を使って自社の文化を伝えているのは当社に限ったことで
はありませんが、Pelotonではリーダー陣に当社が職場と
してどれほど特別な環境であるかを詳しく紹介してもらっ
ています」さらにPelotonでは、リーダーのような役割を
担っているインストラクターたちからも、企業文化につ
いて話してもらっていると、Finnegan氏は言います。
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人材採用が企業
文化にもたらす
影響

「大きな転換」によって大規模な人材移動が始まり、
多くの従業員が入社・退社することで、1つの職場文
化が別の職場へと持ち込まれます。そうした中で、採
用担当者は積極的に採用を行いながらも、自社の文化
を存続・進化させなければならないという課題に直面
します。そのため、新たな採用者によって既存の文化
が損なわれるのではなく、プラスの効果がもたらされ
るようにすることが重要です。Recruiting Toolboxの
創業者であるJohn Vlastelica氏は、次のように述べて
います。「これまでの企業文化にはない新しい風を吹
き込んでくる人材を採用する "カルチャーアッド戦略" 
への移行は、どの企業でも社内の最優先事項に挙げら
れています。そのため、既存の文化にプラスの効果と
進化をもたらすような新規採用者を期待するとなる
と、人材採用がこれまで以上に重要になるでしょう」
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従業員の価値提案 (EVP) に
対し、プレッシャーテストを
実施する

#1

John Vlastelica氏は、「採用担当者としてアピー
ルしている体験や機会を、本当に提供できている
か?」という問いに対する答えを、時間をかけて
考えてみて欲しいと言います。また、新規採用者
から何を期待されているのかについても、明確に
理解できているかを再確認すべきとも述べていま
す。Canvaの採用責任者Amy Schultz氏は、次の
ように話しています。「従業員価値提案 (EVP) に
は、数年前ではなく、今の時点で従業員がどう感
じ、職場にどのような価値を見いだしているかを
反映されなければなりません。現在だけでなく、
今後も企業文化を進化させる人材を惹き付けたい
のなら、これは当然と言えます」
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正確な情報を伝える 入社研修に投資する
#2 #3

企業文化が急速に、かつ大きく様変わりする中で、すべ
ての答えを知っている人はおらず、候補者も企業にそれ
を期待していないでしょう。Amy Schultz氏も「信用
は完璧に勝る」というコンセプトを最近共有しています 
(Peter Drucker氏もそのようなことは言ってはいないで
しょうが)。「リーダー陣は新しい方法で従業員を刺激す
る必要があります。組織への参加や、あるいはそこに留ま
ることでも構いません」とAmy Schultz氏。無敵になるよ
りも、弱くいた方がそれを簡単にできるかもしれません。

John Vlastelica氏は、社内で入社研修のプロセスを担当す
る人材獲得リーダーがますます増えてきたことに注目して
います。多くの企業が 1) リモートまたはハイブリッドの
仕事環境を整え、2) 猛スピードで採用を行い、3) 企業文
化に軌道修正を加えていることを考えると、適切なオンボ
ーディングが不可欠であるのは明白です。「新規採用者が
自分の職務・責任を明確に理解するには、ソーシャルネッ
トワークへの参加や成功に向けたサポート体制を含め、オ
ンボーディング体験をパーソナライズすることが非常に重
要になります」と、Capgeminiの採用責任者であるAjay 
Sah氏は述べています。



「貴社のチームでは、どのようにメンバーによ
る休暇取得を促していますか? どのように彼ら
の境界線を尊重しているでしょうか? これらは
企業ブランドについて当社が説明するときに極
めて重視していることです。

– �Deniz Gultekin		            	   
Instacart - 人材採用マーケティング部門、 
シニアマネージャー

552022年LinkedInグローバル人材動向    |    Great Reshuffle (大きな転換)

ウェルビーイングプログラムの開始
Instacartでは、従業員にリフレッシュの機会を提供す
る目的で、2021年のレイバーデー (労働者の日、9月
の第1月曜日) 前後に特別休日を設け、初となる全社一
斉休業の導入を決定。

シニアマネージャーがアンバサダーの役目を担当
CEOのFidji Simo氏が従業員に「Self-Checkout」
プログラムを発表。同時に、シニアリーダーがこの
プログラムを支持することを各チームのメンバー
に表明。

採用候補者への通知
採用面接の段階にいる候補者へ、全社一
斉休業で人事チームにもリフレッシュ時
間を設けるため、この週は採用面接を実
施しないと通知。

従業員のウェルネス
を支援し、求職者に
もそのことを伝えた
Instacart

ケーススタディ
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Instacartが伝えたい重要な 
メッセージを決定
従業員に「ツールキット」を配布
し、不在通知メールの書き方、社
外のパートナーに不在予定の理由
を説明する方法、Self-Checkout
プログラムの目的についてのガイ
ダンスを提供。 従業員による口コミ

LinkedIn上で休暇の過ご
し方を紹介するストーリー
のシェアを従業員に推奨。
こうしたストーリーを集め
て、Instacartの企業ブログに
掲載する投稿を作成。

求職者の共感を喚起する 
Self-Checkoutプログラムのコンテンツ
LinkedInに掲載したSelf-Checkoutプログ
ラム関連のコンテンツで、従業員の休暇が
明けてから最初の2日間に4,000件を超える
エンゲージメントを確認。
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まとめ
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競争を勝ち抜くのは、
仕事のやり方を
再構築できる組織
社内で進む企業文化の変化について理解するために、今回
私たちは世界中の人材担当プロフェッショナルに話を聞き
ましたが、「一世代に一度の」というフレーズを繰り返し
耳にしました。このフレーズを「ディスラプション (崩壊)」
の説明に用いたリーダーもいます。別のリーダーは「機会」
についての説明で使いました。

これらはいずれも適切な表現でした。
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どの組織にとっても、「大きな転換」はさまざまな課題や計り知れない可
能性に満ちあふれた重大な瞬間です。前世紀にわたって確立された働 
く環境を見直し、働く場所や時間、方法を再構築できる企業は、そうでな
い企業と一線を画し競争優位性を確立できるはずです。

そして、従業員は個人の生活を充足させるワークライフを選べる自由と引
き換えに、自身の説明責任を果たし、ミーティング時間の長さではなく、
成果で評価される機会を受け入れるでしょう。

「今回の転換はこれまでとは違います」とAmplifyのLars Schmidt氏は言
います。「ツールやテクノロジーに限った話ではなく、マインドセットや
望み、従業員と雇用主の両方の期待に関係し、非常に幅広い範囲に影響す
るもので、しかも短い時間枠の中で起こっているものだからです」

変化がこれほど急速なペースで進んでいるのは、最適なアプローチの多 
くがまだ登場していないという意味です。文化は静的ではなく、動的なも
のであるため、答えは誰にもわかりません。とはいえ、交換可能なツー
ルではなく、それぞれ違った唯一無二の個人として理解されることを望
む従業員によって、すでに企業文化は再形成されつつあるように思えま
す。これこそ視点の変化であり、このレポートで紹介してきた戦術を検討
する、あるいは独自の手法を開発して柔軟性やウェルビーイング、計画的
なキャリア育成などの重要な取り組みに対処しながら企業文化を変革して
いけるでしょう。
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寄稿協力者の紹介

このレポートは、世界をリードする人材/HRプラクティショナーの知恵や貴重な体験をもとに作成されました。
皆様の時間とインサイトの惜しみない提供に、心より感謝いたします。

Ajay Sah 
Capgemini - VP (バイスプレジデ
ント) 兼人材採用責任者

Claude Silver 
VaynerMedia -  
Chief Heart Officer (CHO)

Jen Fisher 
Deloitte - 最高ウェルビーイング 
責任者

Justin Black 
LinkedIn - ピープルサイエンス担
当責任者

Nina McQueen 
LinkedIn - 福利厚生 & 従業員エク
スペリエンス担当VP (バイスプレ
ジデント)

Richard Cho 
Robinhood - グローバル採用責
任者

Becky Garroch -  
Digital River -  
人事配置担当VP (バイスプレジ
デント)

 
Desiree Caballero 
Robinhood - 企業ブランド担
当責任者 

Ju Min Wong 
Grab - 人材戦略 
責任者

 

Mary Alice Vuicic 
Thomson Reuters -  
人事担当役員

 

Melanie Bauer 
LinkedIn - HRプロジェクトマ
ネージャー

 

Patty McCord 
Patty McCord Consulting代表 
(Netflix前最高人事責任者)

Alice Scott 
Austin Fraser - オペレーション &  
インクルージョン最高責任者

Danielle McMahan  
Wiley  
- 人材 & ビジネス運営責任者

Jenny Johnstone 
Sage - 従業員エクスペリエンス & 
エンゲージメント担当 
グローバルシニアディレクター

Lars Schmidt 
Amplify Talent  
- 創業者

Norlida (Oli) Azmi 
Axiata - グループ最高人事 
責任者

Robert Allen 
GitLab - 人材 & エンゲージメン
ト担当VP (バイスプレジデント)

Teuila Hanson 
LinkedIn -  
Chief People Officer

Christina Rasielski 
LinkedIn - ピープルサイエンス
担当シニアコンサルタント

Donna Nasserghodsi 
Instacart - 企業ブランド担当 
シニアマネージャー

 

Judy Jackson 
WPP - 文化・エンゲージメント
部門グローバル主任

Nickle LaMoreaux 
IBM - Chief People Officer

Rian Finnegan 
Peloton - グローバル企業ブラ
ンド担当シニアマネージャー

Amy Schultz 
Canva - 人材採用 
グローバル責任者 

Deniz Gültekin 
 Instacart - 企業ブランド担当 
シニアマネージャー 

John Vlastelica  
Recruiting Toolbox - CEO

 

Marta Riggins 
戦略コンサルタント、 
企業ブランド & 従業員エンゲー
ジメント

 
Patrick (Paddy) Hull 
Unilever - Future of Workプ
ログラム担当VP (バイスプレジ
デント)
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インクルーシブ・リーダーシップ
Dr. Shirley Davis

クリエイティブな組織を作るには
Thea Polancic

集中力を保つには
Dave Crenshaw

マインドフルネス入門
John Ullmen

新任マネージャーの心得
Todd Dewett

1
2
3
4
5

さらに詳しく学べるオンラインコース一覧

https://www.linkedin.com/learning/inclusive-leadership-3/2883034?u=104?trk=lilblog_1-18-22_GTT-Int_learning
https://www.linkedin.com/learning/building-creative-organizations-14148692?trk=lilblog_1-18-22_GTT-Int_learning
https://www.linkedin.com/learning/improving-your-focus-2?trk=lilblog_1-18-22_GTT-Int_learning
https://www.linkedin.com/learning/mindfulness-4?trk=lilblog_1-18-22_GTT-Int_learning
https://www.linkedin.com/learning/new-manager-foundations-4?trk=lilblog_1-18-22_GTT-Int_learning
https://www.linkedin.com/learning/managing-your-well-being-as-a-leader/benefits-of-a-better-well-being?trk=lilblog_1-19-22_GTT_Learning
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調査方法

サーベイ
転職を検討する際に求職者が重視する条件に関するインサ
イトは、LinkedInが2021年6月に全世界で約2万人を対象
に実施した「Talent Drivers」サーベイの結果に基づいて
います。回答者は、従業員価値提案 (EVP) 15項目の中か
ら、新しい仕事を検討する際に最も重視する要素を最大5つ
まで選択するように指示されました。 

従業員の幸福度および職場で十分なケアを受けていると感
じているかに関するインサイトは、Glintのサーベイに参加
した900社を超える企業に所属する数百万人の回答から導
き出されたものです。詳細については、Glintが公開してい
る2021年9月から12月の『従業員のウェルビーイングレポ
ート』でご確認いただけます。 

幹部役員の調査データは、LinkedInがYouGovに委託し、
米国および英国の従業員数1,000以上、かつ年間収益3
億5,000万米ドル (2億5,000万英ポンド) を上回る組織
に所属する役員レベルのエグゼクティブ約500人を対象
に、2021年8月4日から24日の期間に実施された未来の働
き方に関するサーベイの回答に基づいています。このサー
ベイはオンラインで実施されました。

企業文化の向上を目的とした投資が活発な地域の調査デ
ータは、英語を話すアクティブなLinkedInメンバーを対
象に、次の国・地域でLinkedInが2021年9月に実施した
オムニバスサーベイから集約しました: 米国、英国、カナ
ダ、ベネルクス、オーストラリア、インド、東南アジア、
ブラジル、ドイツ、中東/北アフリカ (MENA)、北欧、ス
ペイン。 

行動インサイト
​​このレポートの行動インサイト (行動科学と社会科学から
得た洞察) は、200ヶ国を超える約8億人のLinkedInメンバ
ーにより生成された、数十億のデータポイントから導き出
されたものです。これらの分析結果には、2019年9月から
2021年9月までに抽出されたデータが含まれています。 
求人掲載、企業の投稿、メンバーの投稿、役職に関するイ
ンサイトは、「企業文化」「柔軟性」「ウェルネス」の3つ
のカテゴリーを用いたキーワード分析に基づいています。
分類には類似する語句が追加され (例: 柔軟性には「リモー
トワーク」「在宅勤務」をキーワードに含めるなど)、スペ
イン語、フランス語、日本語、オランダ語、イタリア語、
ドイツ語、ポルトガル語、トルコ語、中国語に翻訳されて
います。これらのキーワードによりコンテンツを分類し、
比較分析を実行しました。2019年、2020年、2021年のデ
ータを比較するために、分析では各年の9月に行われたすべ
ての求人掲載、企業の投稿、メンバーの投稿を考慮し、特
に明記がない場合、キーワード分析は2021年9月に行われ
たすべての投稿に基づいています。 

​​自認する性別は男性と女性の2つだけではありませ
ん。LinkedInメンバーの中には、これまでの「男性」と
「女性」にとらわれない性別の人もいます。本人が明示し
ていない場合、本分析で使用しているデータでは、メンバ
ーの性別を推定しています。メンバーが男性か女性かの分
類は、その名前またはLinkedInプロフィールで使用され
ている代名詞に基づいて判断しました。男性か女性かを推
定できなかったメンバーについては、本分析から除外しま
した。 

​​メンバーの世代は、LinkedInプロフィールに公開されている学歴
とその他の自己申告データに基づき推定されています。全プロフィ
ールの情報から信頼するに足る推測ができないメンバーは、この世
代関連の分析から除外しています。世代の定義はPew Researchの
定義に従い、1997年以降生まれをZ世代、1981年 - 1996年生ま
れをミレニアル世代、1965年 - 1980年生まれをX世代、1946年 - 
1964年生まれを団塊世代としています。

転職回数は、前職を退職した後、別の会社での新しい職歴が記載さ
れた時点で、最新のLinkedInプロフィールから算出しました。これ
をLinkedInメンバーシップで割り、メンバーシップの増加率を割り
出します。この割合は、COVIDによる影響を受ける以前の2019年
の同期間と比較し、ベンチマークとしてより「標準的な」年度に対
する転職率を測定します。なお、学生のポジション、副業、インタ
ーンシップは含まれません。
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LinkedInが提供
するサポート

LinkedInタレントソリューションズは、人材採用プロセスにおける
各ステップに適した人事ソリューションと従業員育成ソリューショ
ンを豊富にご用意しています。LinkedInのデータとインサイトを、
適切な候補者の発見や交流をはじめ、従業員の育成・エンゲージメ
ント強化、より賢明な人材採用プロセスにお役立てください。

2003年の創立以来、LinkedInは世界のプロフェッショナルにつな
がりの機会を提供し、生産性の向上とキャリアアップをサポートし
てきました。世界中の7億4,000万人を超える人々が日々利用する
LinkedIn (米国内では労働者の75%が利用) は、世界最大のプロフ
ェッショナルネットワークです。

お問い合わせ

人材採用および従業員育成向け製品
人員計画
難しい採用業務や人事での判断に役立つリアルタイムのデータが揃っています。 

• Talent Insights

人材育成 
従業員に関連性の高いスキルを結びつけ、エンゲージメントを強化し、 
スキルギャップを解消します。

• LinkedInラーニング

採用
簡単に行える求人掲載とスマートなソーシング & ブランディングで、狙い通りの
人材を獲得します。

• 求人掲載
• LinkedIn Recruiter
• LinkedInキャリアページ

https://business.linkedin.com/ja-jp/talent-solutions/request-free-demo-c
https://www.facebook.com/LinkedInTalentSolutions?trk=lts-pros-MOFU-ebook-2020-GTT&veh=lts-pros-MOFU-ebook-2020-GTT
https://twitter.com/HireOnLinkedIn?trk=lts-pros-MOFU-ebook-2020-GTT&veh=lts-pros-MOFU-ebook-2020-GTT 
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https://www.linkedin.com/business/talent/blog
https://business.linkedin.com/ja-jp/talent-solutions/talent-insights
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